
委託契約における特命随意契約の結果について

案件名称 契約日 契約の相手方 契約金額（円）
随意契約理由
（根拠法令）

担当部署
（問合せ先）

多胎児家庭ピアサポート
事業業務

R5.4.1 ひょうご多胎ネット

１．多胎ピアサポーター派遣
（１）派遣1回あたりの費用
①1名の派遣の場合　4,400円
②2名派遣の場合　　8,800円
（２）キャンセル料
①1名の派遣の場合　2,200円
②2名の派遣の場合　4,400円
２．オンラインミーティング開催経費　217,800円
３．事務費　1,111,000円

　当業者は、多胎児の子育て経験のある保護者が加入する団体で、多胎児の保護者に
対するピアサポートの取り組みを行っており、多胎児の子育て経験を有する保護者が
加入し、オンラインでの交流会及び市内全域へのピアサポーターの派遣を安定的に実
施できる団体は他にないため、本業務を委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-6540）

訪問型産後ケア事業業務 R5.4.1 一般社団法人兵庫県助産師会

単価：
・１回あたり10,000円
・多胎児加算（２人目以降１人につき）2,000円
・キャンセル料（前日17時以降）800円、（当日不
在）2,000円

　当法人は、県内に居住または勤務する助産師が多く所属している職能団体であり、
従来から地域の子育て支援を積極的に行っている。産後1年未満の母子を対象とする本
事業内容については、専門的知識及び技術を提供することができる助産師の確保が必
要不可欠であるが、全市で助産師の派遣を安定的に実施できる団体は他にないため、
当法人へ委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-6540）

専門職による思春期デリ
バリー授業業務

R5.4.1 神戸市助産師会 4,925,000

　当団体は、市内の開業助産師が多く属しており、従来地域での子育て支援や思春期
に対する性教育の取り組みを積極的に行っている。
　中学生を対象とした本事業内容について、専門的立場から正しい知識を提供するこ
と、及び、市内の中学１年生と３年生全てへの助産師の講師派遣が可能な委託先は他
にないため、当団体へ委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-6540）

児童相談システム保守運
用業務

R5.4.1 富士通Japan株式会社 1,936,000

　神戸市児童相談システムは当業者が設計・開発したシステムである。本業務には十
分な知識と技術が必要であり、開発に携わった業者でなければ業務の実施が困難であ
るため、当業者へ委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-6540）

神戸市乳幼児健康診査・
その他業務

R5.4.1 株式会社ホロニック 74,977,000

　当業者は、平成20年７月より乳幼児健診業務の質の向上に向けた取り組みを多く実
施している。委託事業を実施していく中で、各区の実態に合わせた仕組み・流れを
作ってきた。また、健診業務は単純な事務作業ではなく、各区間での調整を必要とす
る等、複雑で多岐に渡るため、業務を円滑に進めるには経験と技術が必要である。
　また、１年ごとに委託事業者を変更すると、健診現場が混乱し、業務の円滑な遂行
に支障をきたし、市民サービスの低下につながるため、当業者へ委託するものであ
る。
　※本業務の委託先事業者は、４年ごとに公募型プロポーザルにより選定しており、
令和元年度の公募型プロポーザルの結果。当業者が選定されている。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-6540）

乳幼児健康診査小児科診
察業務

R5.4.1 兵庫県立こども病院 2,278,000
　当医療機関は、小児科診察業務を実施する専門的知識・技術を有し、十分な医師数
を確保できる唯一の医療機関であるため、本業務を委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-6540）



委託契約における特命随意契約の結果について

乳幼児健康診査一般的精
密検査業務

R5.4.1 一般社団法人神戸市医師会 3,200,000

　神戸市医師会加入医療機関は、乳幼児健診一般的精密検査を実施する専門的知識・
技術を有し、通年で健診を実施できる医療機関である。業務の内容上、医師会加入医
療機関をとりまとめて効率的・経済的に事業を実施できる適当な委託先がないため、
同法人へ委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-6540）

９か月児健康診査業務 R5.4.1 一般社団法人神戸市医師会 62,964,000
　本業務を実施するためには専門的知識及び特殊技術が必要であり、当法人はそれら
を有し、業務上適当な医療機関であるため、本業務を委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-6540）

神戸市産婦健康診査助成
事業に係る委託業務

R5.4.1 一般社団法人神戸市医師会

1.産婦健康診査1回あたり5,000円（非課税）を上
限とした実額について、乙の請求に基づき支払
う。
２．事務にかかる費用
（総額）366,667円

　神戸市医師会加入医療機関は、産婦健康診査を実施する上での専門的知識、技術を
有し、通年で健康診査を実施できる医療機関である。当法人以外に、医師会加入医療
機関をとりまとめて事業を実施する適当な委託先がないため、本業務を委託するもの
である。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-6540）

新生児聴覚検査費用助成
事業に係る委託業務

R5.4.1 一般社団法人神戸市医師会

１．新生児聴覚検査1回あたり3,000円または5,000
円（非課税）を上限とした実額について、乙の請
求に基づき支払う。
２．事務にかかる費用
（総額）270,468円

　神戸市医師会加入医療機関は、新生児聴覚検査を実施する上での専門的知識、技術
を有し、通年で検査を実施できる医療機関である。神戸市医師会以外に、医師会加入
医療機関をとりまとめて事業を実施する適当な委託先がないため、当法人へ委託する
ものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-6540）

　本給付金は、国の「出産・子育て応援交付金」を活用し、出産育児関連用品の購入
や子育て支援サービスの利用にかかる負担を軽減するためのものであるが、国から要
件等の詳細が示されたのは令和４年12 月末であり、準備期間が非常に短い中、国から
速やかな給付を求められている状況である。また、コロナ禍や物価高の影響もあり、
迅速な給付を求める市民の声が大きい中、少しでも早く給付を開始する必要がある。
　よって、本事業の受託者には、本市における給付金支給にかかるノウハウを有して
おり、運営の体制を速やかに構築することができることが必須の要件として求められ
る。
　当業者は、現在「新生児子育て世帯への緊急支援給付金（子ども１人あたり５万円
支給）」にかかる業務を受託しており、当該業務のために開設済のコールセンター・
バックオフィス機能を有効に活用でき、事務所設置や電話回線設置にかかる時間及び
費用を抑えることができる。また、本給付金に関する問い合わせは、「新生児子育て
世帯への緊急支援給付金（子ども１人あたり５万円支給）」と混同されているケース
や、自分がどちらの給付金のことを問い合わせたいのかわからないといったケースが
多く発生することが想定される。いずれかの給付金についてしか対応ができない場
合、誤った案内をしてしまったり、市民をたらい回しにしてしまったりする等、適切
な市民サービスを提供できない可能性が高い。また、代表交換や市総合コールセン
ターの案内にも混乱が生じることとなる。
　そのため、本事業にかかるコールセンターの運営にあたっては、両給付金のどちら
の問い合わせにも対応できる必要があり、「新生児子育て世帯への緊急支援給付金
（子ども１人あたり５万円支給）」の問い合わせ対応・申請審査業務を受託している
本事業者以外の事業者には適切に実施することができない。
　これらの要件を満たすことができる事業者は当業者の他にはおらず、当業者を除い
ては履行することができないため、本業務を委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

52,668,000パーソルテンプスタッフ株式会社

「出産・子育て応援交付
金」を活用した『妊娠・
出産・子育て寄り添い支
援事業』経済的支援のう
ち遡及対象者等への給付
にかかる業務

R5.4.1
こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-6540）
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神戸市放課後子供教室推
進事業「神戸っ子のびの
びひろば」

R5.4.1 （別紙のとおり） 202,770,000

　本事業は、小学校を活用して、地域の方々と放課後の子どもたちの安全・安心な居
場所づくりを進めていく事業である。委託先は、地域として該当の小学校内で学校施
設開放事業を管理・運営していることから、周辺地域・学校と連携しながら、小学校
内で子どもの居場所を構築する最良の団体であると判断できるため、本業務を委託す
るものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
こども青少年課

（TEL：322-6948）

子育て応援サイト「ママ
フレ」等運用・保守業務

R5.4.1 株式会社アスコエパートナーズ 4,415,400

　当事業者は、行政サービス情報をわかりやすく整理し提供するユニバーサルメ
ニューでの情報管理やそれに基づく検索機能を提供しており、同様のノウハウを持つ
事業者はないうえ、同メニュー内に記載されている内容について著作権を有してい
る。
　また、当サイトのサーバー、ドメイン等の基本機能は当該事業者が保有するもの
で、事業開始時より本市に無償提供されており、現在も継続している。当該契約は、
サイトの付加機能部分の内容更新や閲覧可能状態を維持する運用保守に関する委託業
務である。したがって、当業者以外に本件業務の遂行が不可能である。
　放課後児童クラブ電子申請入力フォームについては、当該サイトに付随する機能と
して提供されており、本体サイトの運用保守業務と一体で契約することにより、単独
で契約する場合と比較して圧倒的優位な価格で運用保守業務を委託できることから、
本業務を委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
こども未来課

（TEL：322-5213）

こうべ子育て応援LINE配
信業務

R5.4.1
特定非営利活動法人きずなメール・プ
ロジェクト

4,094,180

　当法人は、小児科医や内科医、産婦人科医、歯科医等の医師や管理栄養士等の専門
家が監修する、妊娠週数や月齢に応じた胎児・乳児の成長過程の情報等に関する原稿
に加え、本市から提供する子育てイベントや健康診断等の情報もあわせて配信する
サービスを提供しており、このようなサービスを提供している事業者は他にないた
め、本業務を委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
こども未来課

（TEL：322-5213）

ＤＶ被害者グループカウ
ンセリング事業

R5.4.1
特定非営利活動法人フェミニストカウ
ンセリング神戸

1,599,642

　当法人は、DV 被害者支援を実施する上で、DV 被害者の心理状態に精通しており、
その専門的知識・技術を有している。また、独自のグループカウンセリングプログラ
ムを開発し、平成21 年度より母グループの実践を続けており、平成28 年度からは大
学との連携による研究事業として子グループを加えた母子並行グループとするプログ
ラムが確立されている。
　以上より、本プログラムを実施できる団体は当法人以外にないと判断されるため、
本業務を委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-0249）

こうべ健康いきいきサ
ポートシステム保守運用
業務

R5.4.1 株式会社さくらケーシーエス 11,160,000

　本システムは株式会社さくらケーシーエスが既存のパッケージソフトを基に構築
し、システム全般の管理をしている。本業務は専門的知識及び高度な技術が必要であ
り、構築に携わった業者でなければ業務の実施が困難なため、本業務を委託するもの
である。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-6540）

給与計算システム保守運
用業務

R5.4.1 株式会社さくらケーシーエス 1,505,000

　本システムは株式会社さくらケーシーエスが既存のパッケージソフトをもとに構築
し、システム全般の管理をしている。本業務には十分な知識と技術が必要であり、構
築に携わった業者でなければ業務の実施が困難であるため、本業務を委託するもので
ある。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-6540）
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こどもケアラー世帯への
訪問支援業務

R5.4.1

①特定非営利活動法人　神戸ライフ・
ケアー協会
②生活協同組合コープこうべ　在宅介
護サービス
③コウダイケアサービス㈱
④公益財団法人　神戸YWCA
⑤社会福祉法人　恩賜財団済生会支部
兵庫県済生会
⑥社会福祉法人　神港園　ホームヘル
プ白川
⑦特定非営利活動法人　神戸ライフ・
ケアー協会
⑧社会福祉法人　神港園　さん舞子神
港園ホームヘルプセンター
⑨生活協同組合コープこうべ　在宅介
護サービス西神南
⑩社会福祉法人　神港園　神港園ホー
ムヘルプセンター
⑪ＮＰＯ法人リーフグリーン
⑫パソナライフケア・パソナフォス
ター共同企業体

派遣 7,539円／回（２時間）・・・８時から18時
     9,423円・・・６時から８時、18時から22時
     8,480円・・・7時から９時、17時から19時
     8,953円・・・６時30分から８時30分、16時
30分から18時30分
     8,011円・・・７時30分から９時30分、16時
30分から18時30分
前日17時までのキャンセル 500円／回
前日17時以降のキャンセル 3,770円／回

　本事業は、こどもに係る課題を抱えた家庭への支援を目的としており、提供する
サービスは養育支援訪問事業と類似（一部重複）している。事業実施には、家事・育
児等の技術及びヘルパーを安定的に供給できる体制が確保されていることが必要であ
るが、委託事業者は、令和４年２月に行われた養育支援訪問事業の委託先を決定する
公募型プロポーザルにおいて選定された事業者であるため、本事業を委託するもので
ある。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-5211）

舞多聞学童保育コーナー
及び他２コーナー業務に
係る委託業務

R5.4.1 社会福祉法人三愛会 70,229,600

　本業務については、以下の理由により、当法人に委託するものである。
①多聞台児童館が、公立保育所の建て替え移管にあわせて公設の児童館を引き継ぎ、
民間で建設してもらった経緯があり、公設の児童館の代替としての機能・役割を果た
していること
②児童の健全育成、子育て支援の専門的知識、組織・運営力を有していると認められ
ること
③近隣の本多聞児童館を運営している本多聞まちづくり協議会からは、舞多聞学童保
育コーナーの運営を行うことは体制的に不可能であるとの申し出があったこと
　また、当法人は、多聞台児童館の運営を通じ、小学校や地域と友好な関係を築いて
おり、今後も継続的な信頼関係を構築することが期待でき、事業の趣旨および目的に
照らし、本事業の委託先として最も適切な団体といえる。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
こども青少年課

（TEL：322-5210）

神戸市放課後児童支援員
認定資格研修事業業務

R5.4.1
株式会社東京リーガルマインド大阪法
人事業本部

4,389,000

　当業者は、兵庫県や他都市の放課後児童支援員認定資格研修を受託するなど、本研
修の開催実績が豊富であり、かつ提案内容や金額が優れていることが認められるとし
て、令和２年度に公募型プロポーザルにより選定している。
　契約期間中、公募時に応札があった市内団体に打診したが、準備期間及び講師確保
の観点から対応が難しいとの回答があり、令和６年度から令和９年度で次期公募を実
施予定のため、令和５年度は当業者へ委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
こども青少年課

（TEL：322-5210）



委託契約における特命随意契約の結果について

こうべ若者サポートス
テーションにおける心理
カウンセリング等業務及
び就職氷河期世代に対す
る心理カウンセリング業
務

R5.4.1 一般社団法人キャリアエール
（１）2,575千円
（２）8,263千円

（１）こうべ若者サポートステーションにおける心理カウンセリング等業務
　「青少年の雇用の促進等に関する法律」の趣旨を踏まえ、無業青少年の職業生活に
おける自立を支援するため、国（厚生労働省）が民間事業者に委託して「地域若者サ
ポートステーション」を設置しているところ、地方公共団体においても国の措置と相
まって必要な措置を講ずるように努めなければならないものとされている。
　本事業はこれに基づき、地域若者サポートステーション事業の一環として実施され
るよう本市が措置を講ずるものであることから、国が選定した地域若者サポートス
テーション事業の受託者に委託し一体的に実施することが必要であるため、当法人へ
委託するものである。

（２）就職氷河期世代に対する心理カウンセリング業務
　令和２年２月に国（内閣府）が開始した地域就職氷河期世代支援加速化交付金事業
においては、交付対象事業のひとつとして、「地域若者サポートステーション」にお
いて行われる上乗せ事業が想定されている。
　本事業はこれに基づき、地域若者サポートステーション事業の一環として実施され
るよう本市が委託を行うものであることから、国が選定した地域若者サポートステー
ション事業の受託者に委託し一体的に実施することが必要であるため、当法人へ委託
するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
こども青少年課

（TEL：322-5181）

ユースステーション西運
営管理業務

R5.4.1
特定非営利活動法人ユースプラザ西
2009

5,970,000

　令和元年度からの５年間について、公募型プロポーザルで事業者を募集し、選定委
員会の審査の結果、当法人による運営が適切であると判断されたため、特命随意契約
として１年ごとの更新で委託契約を締結している。他のユースステーションは、昨年
度、債務負担行為として予算を定めているが、ユースステーション西については再整
備に関連して運営者の公募のタイミングを検討していた段階であった。
　そのため、令和５年度については特命随意契約として委託契約を締結し、令和６年
度からの委託契約については、令和５年度中に公募を行い、契約締結時より債務負担
行為をとることとする。
　また、当法人は、青少年活動に対する深い理解と知識を活かし、地域とも連携を図
りながら円滑な施設運営を行っており、利用者アンケートでは高い評価を得ているた
め、本業務を委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
こども青少年課

（TEL：322-5181）

高校生・大学生キャリア
教育プログラム「こうべ
カタリ場」企画・運営業
務

R5.4.1
特定非営利活動法人ブレーンヒューマ
ニティー

1,361,745

　当法人は、青少年が自分らしく生きるための支援など幅広い活動を行っており、青
少年に対する深い理解や支援の経験がある。また、高校生への動機付けキャリア学習
プログラム「カタリバ」を創設した認定ＮＰＯ法人カタリバと関西で唯一ライセンス
契約を結んでいる法人であることから、ノウハウの提供を受けることが可能であり、
業務を効率的かつ安定的に実施できると考えられるため、本業務を委託するものであ
る。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
こども青少年課

（TEL：322-5181）

神戸市立港島児童館・地
域福祉センターの施設管
理業務

R5.4.1 株式会社こうべ未来都市機構 7,322,000

　港島ふれあいセンターは、地域住民の福祉と文化の向上及びコミュニティの増進を
目的に整備した施設であり、都市局〔会議室・ホール等〕、地域協働局〔地域福祉セ
ンター〕、こども家庭局［児童館〕共有の建物である。都市局が所管する共用部分と
会議室・ホール等専用部分の管理運営については、開発管理事業団より継承された株
式会社こうべ未来都市機構（社名変更前は株式会社ＯＭこうべ）に委ねてきたもので
ある。
　建物の管理運営の方法としては、共用部分において、それぞれ持分があるために、
一つの部分の管理者を複数とするのは不可能であり、建物全体から見ても、特に設備
の維持、給排水関係、保安等については、全館で一体的に行わないと、機器の良好な
状態の維持、安全性の確保は不可能であるため、各局が当業者に委託する。
　また、会議室及びホール等の専用部分についても、各公共施設、テナントとの公平
な調整をビル全体として行う必要があることや、共用部分と一体管理した方が効率的
であるため、契約の相手方は当業者が適当であり、本業務を委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
こども青少年課

（TEL：322-5210）



委託契約における特命随意契約の結果について

令和５年度福祉情報シス
テム「教育・保育給付
等」の保守業務

R5.4.1 株式会社野村総合研究所 4,950,000

　福祉情報システム「教育・保育給付等」は株式会社野村総合研究所の福祉情報総合
パッケージ「アソシエ」を基本とし、データベースは同社が推奨する「オラクル」を
採用している。そのため、本システムの保守には「アソシエ」「オラクル」を一体と
して扱うための技術・知識が必要である。当業者は本システムに関する豊富な専門知
識とノウハウを有している。
　他社へ委託した場合には「アソシエ」についての技術・知識が十分ではなく、本市
が求める業務内容を達成することは困難であり、また、プログラムの著作権等の問題
から、他の事業者に情報公開することも困難であるため、当業者へ委託するものであ
る。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
幼保事業課

（TEL：322-6534）

保育士等キャリアアップ
研修に係る委託業務

R5.4.1 公益社団法人神戸市私立保育園連盟 33,000,000

　当法人は市内の民間保育園等のほぼ全園が加盟しており、かねてより保育園職員を
対象に、経験や職種に応じて幅広いジャンルに対応した幅広い研修を行うなど十分な
実績を有している。このような多種多様な研修の開催実績を有し、かつ円滑な受講管
理や運営を行うことができる事業者は加盟園と普段から連絡を密にしている当法人の
ほかには存在しないため、本業務を委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
幼保事業課

（TEL：322-6534）

特定医療費（小慢・未熟
児）支給システム保守運
用業務

R5.4.1 日本コンピューター株式会社 5,605,000

　本システムは日本コンピューター株式会社が既存のパッケージソフトをもとに構築
し、システム全般の管理をしている。本業務には十分な知識と技術が必要であり、構
築に携わった当業者でなければ業務の実施が困難であるため、本業務を委託するもの
である。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-6540）

病児保育事業に係る委託
業務

R5.4.1

①たかはしクリニック（灘区）
②真星病院（北区）
③井口小児科内科医院（垂水区）
④片山キッズクリニック（灘区）
⑤わだ小児科クリニック（須磨区）
⑥久保みずきレディースクリニック
（西区）
⑦かなたに診療所（長田区）
⑧パルモア病院（中央区）
⑨つじの・こどもくりにっく【Kupu
Kupu】（東灘区）
⑩つじの・こどもくりにっく【Mola
Mola】（東灘区）
⑪公文病院（長田区）
⑫みやもと小児科（灘区）
⑬なでしこレディースホスピタル（西
区）
⑭愛こどもクリニック（中央区）
⑮わくこどもクリニック（北区）
⑯おぎのこどもクリニック（垂水区）
⑰にこにこハウス医療福祉センター
（北区）
⑱二星こどもクリニック（東灘区）
⑲つじの・こどもくりにっく神戸ベイ
（東灘区）
⑳梶山小児科・アレルギー科（灘区）
(21)神戸市立医療センター西市民病院
（長田区）
(22)神戸市立西神戸医療センター（西
区）

355,916,703

　本事業は、医師会による公募、選考を経て適正な事業者として推薦を受けた医療機
関を委託先としており、各事業者についても同様に医師会から推薦を受けた医療機関
であり、適切で効果的な事業実施が行われるものと判断される。（但し市立の(21)西
市民病院、(22)西神戸医療センターは除く）
　すべて医療機関併設型であることから、病気の急性期や急な容態変化への迅速な対
応が可能であり、安全で質の高い運営が行われており、今後も同様の効果が期待でき
るため、本業務を委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
幼保事業課

（TEL：322-6534）



委託契約における特命随意契約の結果について

先天性代謝異常等検査業
務

R5.4.1 一般社団法人神戸市医師会 1件につき2,954円

　本事業は、先天性の疾患を早期に発見し治療につなげるため、採血から検査まで迅
速に対応する必要がある。神戸市医師会は市内に検査機関を持っており、専用の輸送
手段にて検体を運んでいるため、より迅速で確実な検体管理体制が確保されている。
　本市のこれまでの検査実績や精度管理、医療機関との検査後のフォロー等の連携に
おいても他の業者では履行できないため、当法人に本業務を委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-6513）

小児慢性特定疾病児童等
自立支援事業業務

R5.4.1
公益財団法人チャイルド・ケモ・サ
ポート基金

6,472,400

　自立支援事業においては、小児慢性特定疾病についての知識があり、さらに小慢児
童等及びその家族について、必要な療養の確保、自立心の確立、必要な情報の提供等
の便宜を供与することで、日常生活上の悩みや不安等の解消及び小慢児童等の健康の
保持増進及び福祉の向上につながる体制が整備されていることが必要となる。また、
関係機関との連携調整ができるネットワークを有することも必要であり、これらを適
切に実施できる事業所は委託先候補以外にないため、当法人へ委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-6540）

１ 毛利助産所
２ いなお助産所
３ マナ助産院
４ 秋山助産院
５ 医療法人社団恵友会ひなた助産院
６ 野の花助産所
７ きらら助産院
８ 特定非営利活動法人母と子のケアサ
ポート 助産所ふすあんまぁ
９ いろり助産院
10 りんご助産院
11 梅っ子助産所
12 ベビママトータルケアサロン　おり
助産院
13 産後ケアハウス　杉原
14 國本助産院
15 和～やわらぎ助産院
16 助産所ポスチャー
17 まいこまいる助産院
18 もりレディースクリニック
19 公益財団法人甲南会甲南医療セン
ター
20 医療法人社団たなべ産婦人科
21 医療法人社団　純心会パルモア病院
22 医療法人社団産科・婦人科みずとり
クリニック
23 独立行政法人国立病院機構神戸医療
センター
24 医療法人三友会なでしこレディース
ホスピタル
25 医療法人社団　ハーモニーレディー
スクリニック
26 医療法人徳洲会　神戸徳洲会病院
27 医療法人社団　森本産婦人科クリ
ニック
28 登村レディスクリニック

産後ケア事業（宿泊・通
所）業務

R5.4.1

・基本単価
宿泊（１日）生活保護世帯　29,000円
　　　　　　非課税世帯　　28,000円
　　　　　　その他世帯　　27,000円
通所（１日）生活保護世帯　19,200円
　　　　　　非課税世帯　　19,000円
　　　　　　その他世帯　　18,000円
・多胎児加算（２人目以降１人につき）
宿泊（１日）7,000円
通所（１日）4,700円
・キャンセル料
宿泊（１日）1,300円
通所（１日）1,000円

　助産所及び産科医療機関は、専門性の高いサービスを提供することが可能であり、
宿泊または通所で母子の心身のケアや育児サポートを提供するという本業務内容を実
施できる委託先は他にないため、各機関へ委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-6513）



委託契約における特命随意契約の結果について

聴覚障害児支援中核機能
モデル事業実施業務

R5.4.1
地方独立行政法人神戸市民病院機構神
戸市立医療センター中央市民病院

12,977,000

　本事業は、聴覚障害児支援の中核機能を整備し、医療・保健・福祉・教育が連携
し、乳児期の早い段階で聴覚障害を発見し、適切な医療機関・支援機関に確実につな
ぎ、聴覚障害児への切れ目のない支援体制を構築することを目的としている。
　令和３年４月に、難聴の手術やリハビリテーション、教育との連携、臨床研究を通
じて人工内耳小児や高齢難聴者の支援を担う「総合聴覚センター」が神戸市立医療セ
ンター中央市民病院内に設立され、令和４年１月より本事業者に委託して聴覚障害児
支援中核機能モデル事業を実施しているが、モデル事業として継続するにあたり当事
業に最適な事業者は他にないと考えられるため、当法人へ委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-6846）

東部療育センター診療所
医師の技術指導業務

R5.4.1 兵庫県立こども病院
単価契約（税別）
１回　50,000円

　当医療機関は小児診療の専門病院として優れた実績を確立しており、肢体不自由児
等に対する小児整形外科の診療について豊富なノウハウ・経験を有する医師を多数雇
用している。
　東部療育センター診療所における小児整形外科の診療を継続かつ安定的に行うため
に医師の出務を依頼できる機関は同病院以外にないことから、本業務を委託するもの
である。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
東部療育センター
（TEL：451-7550）

視覚障害児支援業務 R5.4.1 特定非営利活動法人神戸アイフレンド 2,463,000

　当法人は、盲学校の元教員や視能訓練の経験者など視覚障害のある乳幼児の支援に
関する豊富なノウハウを有するスタッフにより運営されており、良質で安定した支援
業務を行うことができる。視覚障害児の支援業務において、専門的な人材やノウハウ
を有し、継続的安定的に委託できる法人は当法人以外にはないことから、本業務を委
託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
総合療育センター
（TEL：646-5210）

神戸市療育センター障害
児訓練業務

R5.4.1
公益財団法人ひょうご子どもと家庭福
祉財団

191,595,360

　障害児の訓練・療育業務について、国家資格を有する療法士（理学療法士・作業療
法士・言語聴覚士）それぞれの必要人員を継続的かつ安定的に委託できる事業者は、
当法人以外になく、本市の療育センターにおける業務の遂行状況も良好である。
　当法人は、国家資格を有する療法士を多数雇用しており、県内で療育事業を多数運
営するなど、障害のある児童への療育に関する豊富な経験やノウハウを有しているた
め、本業務を委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-6846）

里親トレーニング業務 R5.4.1 社会福祉法人神戸真生塾 3,056,000

　当業者は、乳児院・児童養護施設・児童家庭支援センター等を運営しており、本業
務の実施に必要な専門性及び地域・関係機関とのネットワークを有し、対象者への総
合的な支援が可能な団体は他にないため、本業務を委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
こども家庭センター
（TEL：977-7522）

神戸市私立幼稚園人材支
援センター設置・運営に
係る業務

R5.4.1 公益社団法人神戸市私立幼稚園連盟 11,900,000

　市内のすべての私立幼稚園が加盟している（公社）神戸市私立幼稚園連盟では、こ
れまでも潜在的な幼稚園教諭希望者のマッチング事業等の幼稚園教諭の確保に向けた
取り組みを行っている。
　また、求人情報を効果的に取得するためには、加盟園と密接なつながりのある同連
盟に委託することが最適であると判断するため、同法人へ委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
幼保振興課

（TEL：322-5216）



委託契約における特命随意契約の結果について

里親開拓促進業務 R5.4.1 公益社団法人家庭養護促進協会 7,919,000

　当業者は、要保護児童の家庭養育を促進し、児童の健全育成及び児童福祉を推進す
ることを目的とした団体であり、本業務の実施に必要な専門性及び地域・関係機関と
のネットワークを有し、組織力な事業展開が可能な団体は他にないため、本業務を委
託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
こども家庭センター
（TEL：977-7522）

福祉医療システム運用保
守業務

R5.4.1 株式会社日立システムズ　関西支社 56,349,480

　当該システムは本市の独自仕様に基づいて開発されており、当業者の技術とノウハ
ウが不可欠である。他の業者に委託するとシステムの使用に支障が生じ、市民サービ
スが低下する恐れがあるため、これまでの開発を通じて知識や技術を蓄積してきた当
業者に委託するものである。
（地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第１項第
２号に該当）

こども家庭局
こども未来課

（TEL：322-5213）

こども医療費助成制度の
拡充に伴う福祉医療シス
テム改修業務

R5.4.1 株式会社日立システムズ 31,575,000

　当該システムは本市の独自仕様に基づき、委託先候補が開発・運用・保守を行って
いる固有システムである。委託内容を正確かつ円滑に進めるためには、これまでの開
発等を通じて蓄積した業務プロセスやプログラム仕様等にかかる知識を保有すること
が必須となる。
　当業者以外に本業務を委託させた場合、既存プログラムとの瑕疵担保責任の範囲が
不明確となるなど、システムの運用に著しい支障を生じ、業務が立ち行かなくなる。
　以上のことから、必要な要件を熟知する当業者に委託することが、本業務を完遂で
きる唯一の方法であり、競争入札に適さないため、当業者に委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
こども未来課

（TEL：322-5213）

被虐待児地域見守り支援
業務

R5.4.1

①社会福祉法人神戸真生塾
②社会福祉法人神戸実業学院
③社会福祉法人白百合学園児童家庭セ
ンターしらゆり

単価契約（税別）
１件　42,000円

　委託先業者は児童福祉法に基づく児童家庭センターであり、本業務の実施に必要な
児童家庭センターのノウハウや地域・関係機関とのネットワークを有し、24時間365日
対応可能な団体は他にないため、本業務を委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
こども家庭センター
（TEL：977-7522）

西区文化センタービル施
設設備管理業務

R5.4.1 株式会社こうべ未来都市機構 11,956,776

　西区文化センタービルは、ビル全体の共用部分の管理を当業者に委託しており、同
ビルの共用部のうちこども家庭局持ち分にかかる管理業務についても一体的に管理す
ることで、効率的な業務遂行が可能であることから、当業者に委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
こども未来課

（TEL：322-5213）
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子育てリフレッシュステ
イ事業実施業務

R5.4.1

1.神愛子供ホーム
2.信愛学園
3.双葉学園
4.同朋学園
5.愛神愛隣舎
6.神戸真生塾
7.愛信学園
8.夢野こどもホーム
9.神戸実業学院
10.天王谷学園
11.長田こどもホーム
12.神戸少年の町
13.グイン・ホーム
14.しらゆりホーム
15.御影乳児院
16.真生乳児院
17.神戸少年の町乳児院
18.ベル青谷
19.ハーバー大慈
20.夢野母子ホーム
21.ライオンズファミリーホーム
22.グリーンコート新生
23.離宮ハイツ
24.コーポ歌敷山
25.ワンズハウス
26.野口ホーム
27.なかのこの里
28.エニシバホーム
29.椎野さん家
30.和我家

14,700,000

　本業務を実施するにあたり、以下の理由から各施設へ委託するものである。
（１）委託先は、児童の養育に必要な設備及び専門的技術を有しているとともに、そ
れらの設備及び専門的技術は、児童福祉施設最低基準に即したものである。
（２）委託先は、法令上、その運営について監査・指導を受けるため、業務の適正な
運営を確保することができる。
（３）本事業には、一部、国庫負担（子ども・子育て支援交付金）を導入しており、
国の定める交付基準には、実施施設として、児童養護施設、乳児院、母子生活支援施
設、ファミリーホーム等が挙げられている。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-5211）

保育士・保育所支援セン
ター設置・運営、及び保
育士等研修事業にかかる
業務

R5.4.1 公益社団法人神戸市私立保育園連盟 26,854,148

　市内の民間保育園等のほぼ全園が加入している当法人では、かねてから自らの課題
として、保育士養成施設との定期会合等による保育士確保に向けた活動や、自主企画
による保育士研修を行っている。
　また、求人情報を効果的に取得するためには、各加盟園と密接なつながりを持つ同
連盟に委託することが最適であると判断し、本業務を当法人へ委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
幼保振興課

（TEL：322-5216）

豊かな心をはぐくむ教育
推進事業（みんなの幼稚
園事業）に係る委託業務

R5.4.1 公益社団法人神戸市私立幼稚園連盟 17,604,900

　在宅の子育て支援を行うにあたり、私立幼稚園・認定こども園の持つ園舎・園庭・
教室やノウハウを活用することで、行政が直接行うよりも、より低コストで効果的に
行うことができる。
　当連盟は、市内認可私立幼稚園及び学校法人立認定こども園の全園が加盟し、組織
されている団体であり、事業を実施する各園との連絡・調整を図る体制を有している
唯一の団体である。また、昨年度も本事業を同団体に委託したが、支障なく業務を遂
行できた。
　本業務を円滑かつ適正に実施するための最良の業者であるため、当連盟へ委託する
ものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
幼保振興課

（TEL：322-6856）
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ＤＶ被害者等生活支援業
務

R5.4.1
特定非営利活動法人女性と子ども支援
センターウィメンズネット・こうべ

1,555,200

　当法人は、ＤＶ被害者に対する自立支援を実施する上で、専門的な知識や、技術、
人材を有しているだけではなく、シェルターの運営やＤＶ被害者の居場所づくりを
行っており、支援を必要とするＤＶ被害者のニーズを把握しやすい環境にある。ま
た、本事業は元来シェルターの退所者を支援の対象者としており、対象を広げたもの
の、本事業の運営にはシェルター運営の知見が必要である。
　当法人は市内にシェルターを有する唯一の団体であることから、本事業を最も効率
的・効果的に実施できる団体は当団体以外にないため、委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-0249）

母子父子寡婦福祉資金・
父子家庭児童福祉資金貸
付金債権回収業務

R5.4.1 弁護士法人一番町綜合法律事務所
債権回収に成功した債権額に21.4％を乗じた額
（完全成功報酬制）

　債権回収に関する専門的な知識（民法その他関係法令）や経験が求められることか
ら、価格以外の要素も評価し、これに適した事業者の中から選定する必要があるた
め。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-0249）

ひとり親家庭住宅支援資
金貸付に係る資金交付等
業務

R5.4.1 株式会社パーソルテンプスタッフ 16,000,000円

　令和３年10月に制度を開始したが、ひとり親家庭の悩みに寄り添いながら、ひとり
親家庭が更なる困窮状態に陥らないように、場合によっては貸付ではなく、他の支援
制度を案内するなど、貸付が必要な方にのみ貸付を行うようにしている。
　本事業者は、事業開始から現在まで継続して委託を行っており、知識と経験を蓄積
してきている。事業開始後、令和５年度から償還もしくは免除する人が初めて出てく
るため、一連の流れを通してやっていく中で、相談から免除までのスキームを構築し
ている最中であり、現時点で委託先を変更することは、不適当と考える。
　今後、構築したスキームをマニュアル化し、神戸市に提供することを契約内容に含
めることも検討し、令和５年度も、引き続き本事業者へ委託することが妥当であると
考える。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-0249）

ひとり親家庭のための面
談とWEBによる就業相談等
事業

R5.4.1 特定非営利活動法人女性と仕事研究所 5,528,000円

　本事業者は、高い専門性を有する相談員を複数名抱えており、ひとり親家庭を支援
するという事業の目的を十分に理解している。また、支援にあたる相談員は、ひとり
親家庭に寄り添って就業相談に応じるとともに、相談者の家庭の状況、就業への意欲
形成などに対しても、適切な助言や支援を行っており、年々相談件数は増加してい
る。
　様々な課題を抱えるひとり親家庭の相談を受けるためには、豊富な経験や専門的な
知識が必要になるが、本事業者に所属する相談員はキャリアコンサルタント資格のみ
ならず、福祉的な知見を有している。実際、継続的な相談も多く、アンケートの結果
からも、満足度100％となっており、実績は十分であると考えている。
　このことから、本事業を安定的に実施できる事業者は、他に存在しない。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-0249）

ひとり親家庭のためのSNS
とAIを活用した就業相談
等事業

R5.4.1 株式会社Compass 4,422,000円

　アプリを開発し、令和３年８月から相談を開始している。プロポーザルにより事業
者を選定し、令和３年度に契約する時点で、調達するシステムの運用・保守期間は、
構築後３年間（令和５年度末まで）を前提にしている。
　令和４年度のLINE登録者数、就職者数等は、令和４年12月末時点で、令和３年度の
実績を上回っているなど、順調に成果を上げている。
　事業の継続には本事業者が開発したシステムを利用する必要があるため、本事業を
実施できる事業者は他に存在しない。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-0249）
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こうべ健康いきいきサ
ポートシステム　里帰り
助成金産婦健康診査追加
対応業務

R5.5.11 株式会社さくらケーシーエス 1,320,000円

 こうべ健康いきいきサポートシステムは、株式会社両備システムズが設計・開発した
パッケージソフトを基に構築されたものである。本業務においては当該システムに関
する専門的な知識及び技術が必要であり、構築に携わった業者でなければ業務の実施
が困難である。株式会社両備システムズは契約について代理店契約としているため、
代理店である当業者へ委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-6513）

令和５年度低所得の子育
て世帯に対する子育て世
帯生活支援特別給付金事

業業務

R5.5.29 パーソルテンプスタッフ株式会社 102,935,800円

　当給付金は、食費等の物価高騰に直面し、影響を特に受けている低所得の子育て世
帯に対し、その実情を踏まえた生活の支援を行う事業であり、早急に対象者を支援す
るために、可能な限り５月末までに支給することが国からも求められており、対応を
急ぐ必要があった。
　また、令和４年度までの給付金事業においては、福祉情報システムの入れ替えに伴
い、令和５年４月末を以て同システムの保守業務を終了しており、５月以降の振込
データ作成対応が不可能となったため、５月末までに支給を行うためには振込データ
の作成に必要な作業についても委託することとなる。また、今回のひとり親以外の子
育て世帯分については、令和４年度の給付金受給者に対して支給を行うため、本市に
おける過年度事業について十分に理解している必要がある。
　本事業における給付金事務受託者には、令和４年度分を含めた本市における給付金
事業に対する理解とノウハウを有しており、求める作業に即対応が可能であり、かつ
重複確認等の支給誤りが発生することがないよう確実な処理が要件として求められ
る。
　当業者は、令和３・４年度の「低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特
別給付金」や「令和３年度子育て世帯への臨時特別給付金」等の業務を受託してお
り、当市で実施した過去の給付金業務を通して十分にノウハウを蓄積しているため、
当該業務において迅速かつ確実な処理を図ることができる唯一の業者である。
　以上のことから、当該事業の目的を達成できるのは当業者のみであり、迅速かつ正
確な事務処理が期待できるため当社に委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-5214）

自治体情報システムの標
準化・共通化に係るFit＆
Gap分析業務

R5.6.1 日本コンピューター株式会社 2,178,000

　本システムは日本コンピューター株式会社が既存のパッケージソフトをもとに構築
し、システム全般の管理をしている。本業務には十分な知識と技術が必要であり、構
築に携わった業者でなければ業務の実施が困難であるため、当業者へ委託するもので
ある。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
家庭支援課

（TEL：322-6857）

令和５年度福祉情報シス
テム「子ども子育て支援
システム」保守業務

R5.8.1 株式会社アイネス　関西支社 18,656,000

　福祉情報システム「子ども子育て支援システム」は、株式会社アイネスが著作権を
有するパッケージ・ソフトウェア製品「WebRings」を基本とし納入したものである。
　そのため、本システムの保守には、「WebRings」を扱うための専門性の高い技術・
知識が必要であり、今回の委託業務で生じるような改修は、「WebRings」の著作権を
有する株式会社アイネスしか実施できないため、当業者へ委託するものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に該当）

こども家庭局
幼保事業課

（TEL：322-6534）


